
* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題    部全体の管理運営に必要な事務費等であるが、いかに支出を削減するかが課題である。

今後の
方向性

より経費の削減に努めつつも、行政サービスの質を低下させないように引き続き効率的な事務の執行を行ってい
く。

（実績）

外部
要因
等

   なし

目的の
達成に
関する
評価

－：評価なし
(判断の理由)
◎主要な指標：1(理由：管理事業全体の達成度を評価するのに最も適した指標のため）
・可能な範囲で経費を削減することができた。

5
最終目標

6年度 （見込）

5年度

5年度 （実績）

5年度 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の県民あたりコストは、物件費の減少により4年度の43円に比べて5円減少した。

6年度 （見込）

（実績）

3
最終目標

6年度 （見込）

2
最終目標

6年度 （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
県民あたりコスト
(PL経常費用/本県人口)

最終目標 ―

5年度

6年度 ― ― （見込）

5年度 ― 38円 （実績）

4
最終目標

千円 462,060 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

経済産業局及び県民事務所産業労働課職員の給与、経済産業行政の円滑な運営を図るための管理事務費等
である。

１　管理事務費：31,143千円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 404,591 千円 385,303 千円 468,149

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

計(a)+(b)+(c) 405,285 千円 385,843 千円 480,053 千円 462,868 千円

公債費(c) 187,188 千円 173,803 千円 187,344 千円 145,215 千円

( 0人)

( 0人) 1人 ( 0人)

経費

人件費(a) 186,954 千円 180,231 千円 266,542

従事
人員

千円 290,876 千円

事業費(b) 31,143 千円 31,809 千円 26,168 千円 26,777 千円

根拠法令
・計画等

 なし

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
18.70人 ( 0人) 20.70人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 1人 ( 0人) 1人 ( 0人) 1人
正規職員（うち地方機関分) 18.70人 ( 0人) 18.70人

事業目的  経済労働局各所属における事務を効率的に進め、経済労働行政の執行の円滑化を図る。

所属名 経済産業局産業部産業政策課
評価責任者 産業労働政策課長　田口　秀春

作成責任者 竹谷　聡悟 ダイヤルイン 052-954-6329

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3510 事業名 経済産業総務事業

政策名 経済労働行政の円滑化 施策名 経済労働行政の執行の円滑化



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

今後の
方向性

引き続き、県内企業や県民のニーズを的確に把握し、施策の有効性を点検・評価、検討するため、会議の開催や
景況調査の効果的な実施に努める。また、県内企業・県民への適時適切な情報提供を行い、知事記者会見の活
用や、記者や県民に分かりやすい記者発表に努めることで新聞掲載率の維持・向上を図る。

目的の
達成に
関する
評価

C：相当程度進展あり
(判断の理由)
◎主要な指標：2(理由：施策に対する県内企業・県民のニーズや有効性を点検・評価、検討できるため。)
・会議の開催をはじめ、各指標について概ね目標を達成しており、管理事業全体としては相当程度進展している。
・広報活動費については、記者発表や知事記者会見を通じて積極的な広報活動を行ったが、新聞登載率につい
ては目標を達成できなかった。
・産業労働計画推進費については、委員会を1回、地域産業労働会議を6回開催し、目標を達成した。
・産業活動動向調査費については、対象企業の見直しを行ったが、回答率について目標を達成できなかった。

コスト
指標の
増減
分析

5年度の景況調査回答当たりコストは、事務費の効率的な執行により、4年度の238円と比べ約23円減少した。

課題
経済、産業、労働環境等の変化や企業のニーズを踏まえた、機動的かつ適切な県産業労働施策の推進が必要
である。

5年度 - 215円 （実績）

外部
要因
等

なし

2,000社 （実績）

5
景況調査回答当たりコスト
（産業活動動向調査費／有
効回答数）

最終目標 -
6年度 - - （見込）

4
中小企業景況調査の調査対
象企業数

最終目標 2,000社
6年度 2,000社 2,000社 （見込）

5年度 2,000社

5年度 67.5％ 58.1％ （実績）

（見込）

5年度 委員会1回地域会議6回 委員会1回地域会議6回 （実績）

（実績）

2
産業労働計画推進・策定委
員会及び地域産業労働会議
の開催

最終目標 委員会：1回、地域会議：6回
6年度 委員会2回地域会議6回 委員会2回地域会議6回

67.5％ 67.5％ （見込）

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

県内産業活性化のため、経済労働計画の推進、産業労働施策に関する各種広報誌や記者発表等による情報提
供のほか、県内中小企業の景況を把握するための調査等を行う。

1　広報活動費：968千円（情報提供刊行物968千円）
2　人権啓発支援推進事業費：788千円
3　資源再生利用化対策費：272千円
4　経済労働計画推進費：16,555千円
5　産業活動動向調査費：1,389千円

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 記者発表資料の新聞登載率
最終目標 50％

6年度 50％ 50％ （見込）

5年度

3 中小企業景況調査の回答率
最終目標 67.5％

6年度

50％ 46.8％

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 78,686 千円 60,820 千円 61,629

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

千円 62,919 千円

計(a)+(b)+(c) 79,746 千円 61,958 千円 61,257 千円 63,831 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

( 0人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 59,774 千円 57,752 千円 58,138

従事
人員

千円 60,640 千円

事業費(b) 19,972 千円 4,206 千円 3,119 千円 3,191 千円

根拠法令
・計画等

 あいち経済労働ビジョン2021-2025

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
6.10人 ( 0人) 6.10人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 6.10人 ( 0人) 6.10人

事業目的
産業労働施策に関する広報・広聴や経済労働計画の策定・実施等を積極的に推進することで、県内産業の活性
化に資する。

所属名 経済産業局産業部産業政策課
評価責任者 産業政策課長　田口　秀春

作成責任者 近藤　喜暉 ダイヤルイン 052-954-6330

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3520 事業名 経済労働企画調整事業

政策名 経済労働行政の円滑化 施策名 広報広聴の円滑化・総合計画の推進



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題
経済、産業、労働環境等の変化や企業のニーズを踏まえた、機動的かつ適切な県産業労働施策の推進が必要
である。

今後の
方向性

あいち・ウーマノミクス研究会を開催し、女性が活躍する産業振興に関する課題や取組、女性の雇用を促進する
取組について議論を進めて、そこでの検討結果を踏まえた事業を実施していく。

（実績）

外部
要因
等

   なし

目的の
達成に
関する
評価

Ｃ：相当程度進展あり
(判断の理由)
◎主要な指標：1(理由：本事業の有効性を点検・評価、検討できるため。)
・会議の開催をはじめ、各指標について概ね目標を達成しており、管理事業全体としては相当程度進展している。
・会議の開催について、あいち・ウーマノミクス研究会を1回開催し、目標を達成した。
・伴走支援を実施する女性起業家・経営者数は、目標を達成した。

5
最終目標

6年度 （見込）

5年度

5年度 - 44.4円 （実績）

5年度 1,400人以下 3,932人 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の県内20代女性あたりコストは、PL経常費用の減少により、4年度の48.9円に比べ約4.5円減少した。

6年度 - - （見込）

10人 （実績）

3
20代女性の首都圏への流出
超過数

最終目標 1,400人以下
6年度 1,400人以下 1,400人以下 （見込）

2
伴走支援を実施する女性起
業・経営者数

最終目標 10人
6年度 10人 10人 （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
あいち・ウーマノミクス研究会
の開催回数

最終目標 1回

5年度 10人

6年度 1回 1回 （見込）

5年度 1回 1回 （実績）

4
県内20代女性あたりコスト
（PL経常費用/本県20代女性
人口）

最終目標 -

千円 14,455 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

女性の活躍を通じた産業振興や雇用促進を図るため、県内主要企業を中心とした「あいち・ウーマノミクス研究会」
を開催する。また、「女性起業家育成・促進事業」を実施し、女性の起業及び事業の成長を支援する。
1　女性起業家育成・促進事業費：7,148千円
2　あいち・ウーマノミクス研究会開催費：92千円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 14,399 千円 14,071 千円 0

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

計(a)+(b)+(c) 18,019 千円 17,728 千円 17,666 千円 18,160 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

( 0人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 10,779 千円 10,414 千円 10,484

従事
人員

千円 10,935 千円

事業費(b) 7,240 千円 7,314 千円 7,182 千円 7,225 千円

根拠法令
・計画等

 あいち経済労働ビジョン2021-2025

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
1.10人 ( 0人) 1.10人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 1.10人 ( 0人) 1.10人

事業目的
「あいち・ウーマノミクス研究会」の開催結果を踏まえ、県内主要産業において女性が活躍できる土壌づくりを進め
る。

所属名 経済産業局産業部産業政策課
評価責任者 産業政策課長　田口　秀春

作成責任者 佐藤　菜央 ダイヤルイン 052-954-6330

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3525 事業名 あいち・ウーマノミクス推進事業

政策名 就労促進に向けた人材対策 施策名 人材育成



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題
館全体としての利用率は目標値を上回る結果となったが、一部会議室等では、利用率が例年低いところがあるた
め、個別に利用率向上を目指した対応が必要である。

今後の
方向性

毎月開催される月次報告会において、指定管理者と運営における課題を洗い出し、運営の効率化とサービス向
上についての話し合いを行い、改善に努める。また、利用者からの要望をアンケート等で把握し、より良いサービ
スの提供を図る。

（実績）

外部
要因
等

上記指標1については、新型コロナウイルス感染症の影響が和らいだことにより、施設利用率が昨年度と比較し
4％増加した。

目的の
達成に
関する
評価

Ｂ：目標達成
◎主要な指標:1(理由：産業労働センター整備・運営事業が円滑になされているかどうかは、利用率が最も端的に表しているため）
・新型コロナウイルスの影響が昨年度よりも和らいだことで、利用率が増加し、目標値に対して101％の達成率となったため「B」評価とす
る。

5
最終目標

6年度 （見込）

5年度

5年度 （実績）

5年度 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

令和5年度の利用件数あたりコストは、新型コロナウイルスの感染状況が落ち着き施設利用件数が増加したことに
より、令和4年度の19,219円に比べ1,594円減少した。
(338,838千円/19,225件=17,625円)

6年度 （見込）

17,625円 （実績）

3
最終目標

6年度 （見込）

2
利用件数あたりコスト
（ＰＬ経常費用／施設利用件
数）

最終目標 -
6年度 - - （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
産業労働センター施設利用
率

最終目標 80％

5年度 -

6年度 80％ 80％ （見込）

5年度 80％ 81％ （実績）

4
最終目標

千円 516,792 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

産業労働センター（ウインクあいち）の整備・運営事業をPFI手法により実施する。

1 産業労働センター整備・運営事業費（単独）サービス購入料B：368,029千円（委託料）

千円 118,210 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 578,274 千円 668,424 千円 506,763

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 118,297

計(a)+(b)+(c) 743,274 千円 833,424 千円 832,326 千円 842,268 千円

公債費(c) 354,667 千円 445,597 千円 445,616 千円 450,056 千円

( 0人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 20,578 千円 19,882 千円 18,766

従事
人員

千円 19,455 千円

事業費(b) 368,029 千円 367,945 千円 367,945 千円 372,757 千円

根拠法令
・計画等

愛知県産業労働センター条例（平成18年10月13日条例第54号）

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
2.10人 ( 0人) 2.10人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 2.10人 ( 0人) 2.10人

事業目的  産業労働センターの貸館業務等を円滑に行うため、ＰＦＩ手法による施設の維持管理・運営を実施する。

所属名 経済産業局産業部産業政策課
評価責任者 産業政策課長　田口　秀春

作成責任者 高橋　誠 ダイヤルイン 052-954-6328

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3530 事業名 産業労働センター整備・運営事業

政策名 経済労働行政の円滑化 施策名 産業労働センターの管理運営



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題

・県内全域にわたるイノベーション・エコシステムの形成を図り、市町村等による官民連携プロジェクトが創出される
環境を整備していくために、市町村レベルの社会課題・地域課題の発掘（見える化）が必要である。
・あいちデジタルヘルスプロジェクトの推進を図るために、幅広い事業者及び自治体等との密な連携が必要であ
る。

今後の
方向性

・民間提案を起点とする官民連携プロジェクトの創出や市町村等による官民連携プロジェクトの創出をさらに促進
していくため、革新事業創造戦略のフォローアップを図っていく。
・令和5年度に設立したあいちデジタルヘルスコンソーシアムを推進母体として、革新的なサービス・ソリューション
の社会実装を目指す。

（実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

A：目標超過達成
（判断の理由）
◎主要な指標：2（理由：スタートアップ・エコシステム形成の中心的取組であるため。）
・革新事業創造戦略会議で採択する「革新事業」の件数については、令和5年度目標を達成した。
・あいちデジタルヘルスプロジェクトへの参画機関数については、令和5年度目標を達成した。

5
最終目標

6年度 （見込）

5年度

5年度 （実績）

5年度 - 73円 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の県民あたりコストは、革新事業創造事業費補助金による事業化支援及びあいちデジタルヘルスプロジェク
トの推進等により、4年度9円に比べ64円増加した。

6年度 （見込）

51者（実績） （実績）

3
県民あたりコスト
（PL経常経費/本県人口）

最終目標 -
6年度 - - （見込）

2
あいちデジタルヘルスプロ
ジェクトへの参画機関数

最終目標 5者
6年度 3者 8者（見込） （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
革新事業創造戦略会議で採
択する「革新事業」の件数

最終目標 5件/年度

5年度 3者

6年度 5件 7件（見込） （見込）

5年度 4件 10件（実績） （実績）

4
最終目標

千円 71,205 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

　民間提案を起点とし、社会課題の解決と地域の活性化を目指す官民連携プロジェクトの創出を図るため、革新
事業創造提案プラットフォームの運営、補助事業の実施を行う。また、国立長寿医療研究センターとの連携による
ビジネスモデルの創出や、プロジェクトの検討を行う。

1　革新事業創造戦略推進事業費：65,754千円
2　革新事業創造事業費補助金：50,000千円
3　あいちデジタルヘルスプロジェクト推進事業費：318,598千円
4　あいちモビリティイノベーションプロジェクト推進事業費：230,102千円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 556,686 千円 346,306 千円 420,147

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

計(a)+(b)+(c) 831,036 千円 346,306 千円 420,147 千円 71,205 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

( 0人)

(         人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 166,582 千円 142,012 千円 148,897

従事
人員

千円 0 千円

事業費(b) 664,454 千円 204,294 千円 271,249 千円 71,205 千円

根拠法令
・計画等

 革新事業創造戦略

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
15人 (         人) 11人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 人
正規職員（うち地方機関分) 17人 ( 0人) 15人

事業目的  革新事業創造戦略の推進及び国立長寿医療研究センターとの連携によるプロジェクトの検討

所属名
経済産業局革新事業創造部
イノベーション企画課

評価責任者 イノベーション企画課長　土井健輔

作成責任者 夫馬　昌芳 ダイヤルイン 052-954-7423

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3531 事業名 革新事業創造戦略事業費

政策名 イノベーションの促進・生産性の向上 施策名 革新事業創造戦略の推進



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題 スタートアップ・エコシステムを形成するには、国内外のスタートアップや企業との連携を拡大する必要がある。

今後の
方向性

国内外のネットワークを形成してスタートアップの創出・育成を図るとともに、国内外からスタートアップや優秀な人材
を呼び込み、県内企業との連携・融合を図るなど、関係機関と連携をしてスタートアップ・エコシステムの形成に取り
組む。

240円 （実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

Ａ：目標超過達成

（判断の理由）

◎主要な指標：2（理由：スタートアップ・エコシステム形成の中心的取組であるため。）

・首都圏等のスタートアップと企業とで前年度以上に活発な連携がなされたため、共創による新規事業開発件数は目標に達した。

・スタートアップとの新たな連携件数については、マッチングイベントを１回開催してスタートアップと県内企業との連携を促進し、実績件数は目標件数を大幅に上回った。

・起業支援事業を通じた起業者数については、起業に要する経費の一部を支援するのみならず、経営面等への伴走支援を行い、目標に達した。

5
県民数あたりコスト
（ＰＬ経常費用／全県民数）

最終目標 －
6年度 － － （見込）

5年度 －

5年度 20件 21件 （実績）

5年度 50件 154件 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の県民当たりコストは、STATION Aiプロジェクトが本格化したことに伴い、STATION Aiの整備等に係る費用
が増加したことにより、4年度191円に比べ49円増加した。

6年度 20件 20件 （見込）

113件 （実績）

3
スタートアップと県内企業との
新たな連携件数

最終目標 50件/年度
6年度 50件 50件 （見込）

2
スタートアップと様々なプレー
ヤー間の共創による新規事業
開発件数

最終目標 50件/年度
6年度 50件 50件 （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 運営体制構築
最終目標 ガバナンス組織の設置

5年度 50件

6年度 モニタリングの実施 － （見込）

5年度 モニタリングの実施 モニタリングの実施 （実績）

4
起業支援事業を通じた起業者
数

最終目標 20件/年度

千円 1,423,141 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

　スタートアップを起爆剤としたオープン・イノベーションの推進のため、ＳＴＡＴＩＯＮ　Ａｉの整備に係る事業、及びＰ
ＲＥ－ＳＴＡＴＩＯＮ　Ａｉ事業を始めとしたスタートアップ支援施策を実施する。
1 ＳＴＡＴＩＯＮ　Ａｉ管理運営事業費：10,829,594千円
2 あいち創業館管理運営事業費：497,166千円

3 ＰＲＥ-ＳＴＡＴＩＯＮ　Ａｉ事業費：302,567千円
4 海外スタートアップ支援機関連携推進事業費：736,444千円
5 スタートアップ支援事業費：372,672千円
6 ＳＴＡＴＩＯＮ　Ａｉパートナー拠点事業費：62,171千円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 11,701,482 千円 5,794,236 千円 1,650,110

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

計(a)+(b)+(c) 13,235,623 千円 6,542,488 千円 5,902,117 千円 2,693,454 千円

公債費(c) 41,506 千円 0 千円 45,556 千円 2,634 千円

( 0人)

( 0人) 1人 ( 0人)

経費

人件費(a) 393,503 千円 320,721 千円 338,990

従事
人員

千円 383,275 千円

事業費(b) 12,800,614 千円 6,221,767 千円 5,517,571 千円 2,307,545 千円

根拠法令
・計画等

ＰＦＩ法、産業競争力強化法

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
33人 ( 0人) 38人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 3人 ( 0人) 3人 ( 0人) 3人
正規職員（うち地方機関分) 39人 ( 0人) 33人

事業目的 スタートアップを起爆剤としたオープン・イノベーションの推進

所属名
経済産業局革新事業創造部
スタートアップ推進課

評価責任者 スタートアップ推進課長　長谷部　淳

作成責任者 廣山　紘也 ダイヤルイン 052-954-6331

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3532 事業名 ＳＴＡＴＩＯＮ　Ａｉプロジェクト推進事業

政策名 イノベーションの促進・生産性の向上 施策名 スタートアップ・エコシステムの形成



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題
令和元年度に小規模事業者経営支援事業費補助金の根拠法である小規模事業者支援法が改正され、小規模事
業者に対する商工会等による質の高い支援が求められるようになっており、経営指導員等の資質向上が課題であ
る。

今後の
方向性

事業者の満足度や指導内容に着目して、質の高い伴走型の支援を進めていく。

17,021円 （実績）

外部
要因
等

令和元年度7月の小規模事業者支援法改正により、商工会や商工会議所は市町村とともに、個々の小規模事業
者を支援するための仕組みづくりが求められるようになった。

目的の
達成に
関する
評価

B:目標達成
(判断の理由)
◎主要な指標:1（理由:商工会等が相談にどれだけ対応できたかを直接評価できる指標であるため）
積極的に巡回窓口相談事業を実施し、課題を抱えている事業者に寄り添った支援を行ったことで、主要な指標は
目標を上回って達成され、その他の指標も目標を上回った。

5
小規模事業者数あたりコスト
（ＰＬ経常費用／小規模事業
者数）

最終目標 -
6年度 - - （見込）

5年度 -

5年度 1,000組合 2,704組合 （実績）

5年度 12組合 17組合 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

令和5年度の小規模事業者数あたりコストは、給与改定による補助金額等増に伴う経常費用の増加により
令和4年度16,687円と比べて334円増加した。

6年度 1,000組合 1,000組合 （見込）

367件 （実績）

3 中小企業組合設立数
最終目標 60組合（令和2年度～令和6年度までの累計）

6年度 12組合 12組合 （見込）

2 経営革新計画の承認数
最終目標 1,500件（令和2年度～令和6年度までの累計）

6年度 300件 300件 （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
小規模事業者に対する課題
解決提案件数
（経営指導員数×10）

最終目標 経営指導員数×10件

5年度 300件

6年度 3,210件 3,210件 （見込）

5年度 3,210件 3,397件 （実績）

4 実地指導組合数
最終目標 毎年度1,000組合

千円 3,403,592 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

小規模事業者などの経営基盤の強化を図るため、商工会、商工会議所及び商工会議所連合会が行う経営改善普
及事業を始めとする施策を行う。
また、中小企業の組織化などを推進するため、愛知県中小企業団体中央会に補助金を交付する。
1　小規模事業対策費：3,415,790千円（小規模事業経営支援事業費補助金 3,355,665千円、小規模事業者経営

 革新援事業費補助金 24,000千円、指導事務費 637千円、経営革新等推進事業費 179千円、商工会館等改修費
 補助金 35,309千円）
2　愛知県中小企業団体中央会事業費補助金：168,195千円
3　事業承継促進事業費：1,400千円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 3,735,276 千円 3,580,989 千円 3,473,730

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

計(a)+(b)+(c) 3,747,276 千円 3,605,489 千円 3,483,698 千円 3,415,596 千円

公債費(c) 1,423 千円 1,433 千円 1,433 千円 1,441 千円

( 7.70人)

( 0.70人) 4.70人 ( 0.70人)

経費

人件費(a) 160,468 千円 153,960 千円 142,058

従事
人員

千円 146,063 千円

事業費(b) 3,585,385 千円 3,450,096 千円 3,340,208 千円 3,268,092 千円

根拠法令
・計画等

商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律、中小企業等協同組合法、中小企業団体の組
織に関する法律

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
14.70人 ( 7.70人) 14.70人 ( 7.70人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 4.70人 ( 0.70人) 4.70人 ( 0.70人) 4.70人
正規職員（うち地方機関分) 14.70人 ( 7.70人) 14.70人

事業目的 小規模事業者などの経営基盤の強化、地域商工業の振興、雇用の安定

所属名
経済産業局中小企業部
中小企業金融課

評価責任者 中小企業金融課長　薮下　裕晃

作成責任者 角谷　陸 ダイヤルイン 052-954-6335

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3535 事業名 経営支援事業

政策名 中小企業力の強化・次世代産業の振興 施策名 経営支援



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題    なし

今後の
方向性

   アクセス件数をいかに伸ばしていくかが課題であり、情報発信の一層の強化を図る。

（実績）

外部
要因
等

   なし

目的の
達成に
関する
評価

A：目標超過達成
（判断の理由）
◎主要な指標：1（理由：本事業の情報に対する周知効果を測る上で有効な指標であるため。）
目標数を超えるポータルサイトアクセス数を達成し、管理事業全体として目標を達成することが出来た。

5
最終目標

6年度 （見込）

5年度

5年度 （実績）

5年度 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度のコスト指標は、4年度の1円と同等であった。

6年度 （見込）

1円 （実績）

3
最終目標

6年度 （見込）

2
県民あたりコスト
（PL経常費用/本県人口）

最終目標 -
6年度 - - （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 ポータルサイトアクセス件数
最終目標 11,000件

5年度 -

6年度 11,000件 11,000件 （見込）

5年度 11,000件 17,695件 （実績）

4
最終目標

千円 11,026 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

サービス産業生産性向上に繋がる施策としてサービス産業全体を底上げするためのベストプラクティス(成
功事例)の表彰及びサービス産業の成長を後押しするため専用ポータルサイトによる情報発信を行う。

１　サービス産業振興事業費：759千円（委託料：67千円）

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 11,538 千円 11,683 千円 10,871

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

計(a)+(b)+(c) 11,538 千円 11,683 千円 10,871 千円 11,026 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

( 0人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 10,779 千円 10,414 千円 10,249

従事
人員

千円 10,451 千円

事業費(b) 759 千円 1,269 千円 621 千円 575 千円

根拠法令
・計画等

あいち産業労働ビジョン2021－2025

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
1.10人 ( 0人) 1.10人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 1.10人 ( 0人) 1.10人

事業目的  サービス産業を活性化するため、商業・サービス業をはじめとするサービス産業の生産性の向上を図る。

所属名
経済産業局中小企業部
商業流通課

評価責任者 商業流通課長　西山　透

作成責任者 細川　公一郎 ダイヤルイン 052-954-6337

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3537 事業名 サービス産業振興事業

政策名 地域創生に資する産業の振興 施策名 商業・サービス業の活性化



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題
市町村によっては、商店街支援のための補助制度を設けておらず、げんき商店街推進事業費補助金を利用でき
ないところがあるため、そういった市町村への対応が課題である。

今後の
方向性

・げんき商店街推進事業費補助金については、今後も市町村に対して商店街支援制度の充実を働きかけててい
くとともに、市町村と連携して、商店街の活性化に向けた取組を支援していく。
・商業振興事業費補助金についても、補助金制度の更なる見直しにより充実を図り、商業活性化に向けた支援に
取り組んでいく。

170円 （実績）

外部
要因
等

   なし

目的の
達成に
関する
評価

A:目標超過達成
（判断の理由）
◎主要な目標:1（理由：商店街支援の効果を図る上で最も適切な指標であるため）
全ての指標で目標が達成され、かつ、指標の主要なものが目標を大幅に上回って達成されたと認められる。

5
県民あたりコスト
（PL経常費用／本県人口）

最終目標 -
6年度 - - （見込）

5年度 -

5年度 60% 89.8% （実績）

5年度 100件 151件 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の県民あたりコストは、げんき商店街推進事業費補助金・商業振興事業費補助金を交付した市町村数・商
店街等の事業者数が4年度と比べ増加したこと等により、4年度131円に比べ39円増加した。

6年度 60% 60% （見込）

36市町村 （実績）

3
商業振興事業費補助金を交
付した商店街等の事業者数

最終目標 100件
6年度 100件 138件 （見込）

2
げんき商店街推進事業費補
助金を使用した市町村数

最終目標 21市町村
6年度 21市町村 29市町村 （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 商店街指導対象者の満足度
最終目標 80%

5年度 21市町村

6年度 80% 80% （見込）

5年度 80% 96.5% （実績）

4
主な商店街のうち、通行量の
改善した商店街の割合

最終目標 60%

千円 464,732 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

商業・サービス業の振興に関する立入検査及び指導の実施、並びに、商店街を始めとする商業団体等のイベント
やまちづくりなどの活動の支援の実施、並びに、大規模小売店舗の新設・変更の届出に対して審議をし、出店者
が適正に計画をしているかの確認をしている。
1　商業者等地域貢献活動推進事業費：1,142千円（委託費160千円）
2　商店街地域連携促進事業費：3,197千円（委託費2,236千円）
3　空き店舗活用まちづくり活性化事業費：7,206千円（委託費6,290千円）
4　げんき商店街推進事業費：806,315千円（事業費補助金806,250千円）
5　商業振興事業費補助金：164,153千円（補助金164,153千円）
6　大規模小売店舗立地審査事業費：768千円（連絡会議開催費316千円）
7  あいち商店街まつり2024開催費負担金:35,000千円(負担金35,000千円)

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 1,260,584 千円 464,399 千円 606,815

収入のうち、受益者負担額
58 千円 58 千円 0

計(a)+(b)+(c) 1,264,245 千円 917,493 千円 1,306,462 千円 1,023,435 千円

公債費(c) 31,238 千円 31,557 千円 31,556 千円 31,884 千円

( 5人)

( 0.50人) 1.50人 ( 0.50人)

経費

人件費(a) 215,226 千円 207,787 千円 200,996

従事
人員

千円 214,238 千円

事業費(b) 1,017,781 千円 678,149 千円 1,073,910 千円 777,313 千円

根拠法令
・計画等

消費生活用製品安全法、割賦販売法、家庭用品品質表示法、中心市街の活性化に関する法律、大規模小売店
舗立地法、あいち商店街活性化プラン

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
21.20人 ( 5人) 21.20人 ( 5人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 1.50人 ( 0.50人) 1.50人 ( 0.50人) 1.50人
正規職員（うち地方機関分) 21.20人 ( 5人) 21.20人

事業目的
地域コミュニティの担い手である商店街を始めとする商業団体等のイベントやまちづくりなどの活動を支援し、地域
経済の活性化を図る。

所属名
経済産業局中小企業部
商業流通課

評価責任者 商業流通課長　西山　透

作成責任者 市川　紗椰 ダイヤルイン 052-954-6336

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3540 事業名 商業振興事業

政策名 地域創生に資する産業の振興 施策名 商業・サービス業の活性化



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題    事業の費用対効果を考慮した、より効果的な交付金の活用が課題である。

今後の
方向性

   交付金が有効に活用されるよう、交付団体に対し、助言等を行いながら交付金を交付する。

187円 （実績）

外部
要因
等

   なし

目的の
達成に
関する
評価

C：相当程度進展あり
（判断の理由）
◎主要な目標：1（理由：目的とする県民の利便性の向上に最も直結した指標であるため）
主要な目標は目標値を達成しており、その他の指標については、目標値を達成できなかった指標があるもの

5
交付団体車両数あたりコスト
（（PL経常費用－PL補助金等）／交付
団体車両数）

最終目標 -
6年度 - - （見込）

5年度 -

5年度 350件 422件 （実績）

5年度 28％ 41％ （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の交付団体車両数あたりのコストは、4年度の762円に比べて575円減少した。4年度は国庫支出金で行う臨
時事業である貨物支援金事業にかかるコストを加味し762円としたが、指標としては臨時事業を除いた方が適切で
あると考え5年度は貨物支援金事業を除いて計算した。3年度は168円のため例年に比べ大きな乖離はない。

6年度 350件 350件 （見込）

1,918人 （実績）

3
貨物自動車運送事業安全性
評価「Gマーク」事業所あたり
の認定率

最終目標 28％
6年度 28％ 28％ （見込）

2   研修センター研修受講人数
最終目標 5,400人

6年度 5,400人 5,400人 （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
事業用バス・トラックの保有車
両数1,000台あたり重大事故
発生数

最終目標 3件

5年度 5,400人

6年度 3件 3件 （見込）

5年度 3件 3件 （実績）

4   無事故表彰者・表彰事業者数
最終目標 350件

千円 1,303,362 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

軽油を燃料とする自動車を用いて行う運輸事業者を構成員とする団体及び運輸事業を行う地方公共団体が実施
する(1)旅客又は貨物の輸送の安全の確保に関する事業、(2)サービスの改善及び向上に関する事業、(3)環境の
保全に関する事業、(4)適正化に関する事業、(5)共同利用に供する施設の設置又は運営に関する事業、(6)災害
に際し必要な物資の運送体制の整備等に関する事業及び(7)経営の安定化に寄与する事業に対して、法令に基
づき交付金を交付する。
1　運輸事業振興助成事業費：1,356,974千円
（交付先
　（公社）愛知県バス協会42,179千円、（一社）愛知県トラック協会1,300,791千円、名古屋市14,004千円）

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 1,372,652 千円 1,324,075 千円 1,324,661

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

計(a)+(b)+(c) 1,372,652 千円 1,324,075 千円 1,393,629 千円 3,529,946 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

( 0人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 15,678 千円 15,148 千円 15,734

従事
人員

千円 19,169 千円

事業費(b) 1,356,974 千円 1,308,927 千円 1,377,895 千円 3,510,777 千円

根拠法令
・計画等

 運輸事業の振興の助成に関する法律（平成23年法律第101号）

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
1.60人 ( 0人) 1.60人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 1.60人 ( 0人) 1.60人

事業目的
運輸事業に係るコストの上昇の抑制及び輸送力の確保に資し、もって県民の生活の利便性の向上及び地球温
暖化対策の推進に寄与する。

所属名
経済産業局中小企業部
商業流通課

評価責任者 商業流通課長　西山　透

作成責任者 今泉　美歩 ダイヤルイン 052-954-6337

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3550 事業名 運輸事業振興助成事業

政策名 地域創生に資する産業の振興 施策名 商業・サービス業の活性化



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題
新たな企業ニーズの把握やセミナーの効果的な開催方法等を検討し、企業に対して積極的な支援を行うことが課
題である。

今後の
方向性

本県の優位性や立地支援の取組を紹介するセミナー等を行い、また、企業訪問に加え、メールや電話、オンライン
を活用した相談やＰＲにも力を入れていくことで県の施策を紹介し、活用を促すとともに、企業ニーズを把握すること
によって、今後の施策展開の基礎としていく。

25円 （実績）

外部
要因
等

新型コロナウイルス感染症が5類感染症へと移行し、アフターコロナへの動きが加速する中、企業訪問等の人との接
触を主とした事業の実施は回復傾向にある。

目的の
達成に
関する
評価

C：相当程度進展あり
（判断の理由）
◎主要な指標：1（理由：本県の企業立地の状況を最も的確に表しているため）
・主要な指標である企業立地件数の全国に占める本県の割合や産業立地サポートステーションによる企業訪問・相
談件数は目標を上回ることから、管理事業全体としては、相当程度進展ありとなった。
・戦略的産業立地推進事業費については、セミナー等出席者数の目標を上回った。
・企業誘致推進事業費については、企業訪問等の実施により目標を上回った。
・外国企業誘致企業件数については、積極的な県のＰＲを行えなかったことにより、目標を下回った。

5
県民あたりコスト
(PL経常費用/本県人口)

最終目標 －
6年度 － － （見込）

5年度 －

5年度 8件 6件 （実績）

5年度 東京170名 東京227名 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の県民あたりコストは、行政コスト計算書(PL)における移転的経費が増加したこと等により、4年度23円に比べ2
円増加した。

6年度 8件 8件 （見込）

1,884社 （実績）

3   セミナー等出席者数
最終目標 過去3年間平均値以上

6年度 東京196名 東京196名 （見込）

2
産業立地サポートステーション
による企業訪問・相談件数

最終目標 1,700社以上
6年度 1,700社以上 1,700社 （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
企業立地件数の全国に占め
る本県の割合

最終目標 過去3年間平均値以上

5年度 1,700社以上

6年度 7.3％ 7.3％ （見込）

5年度 6.9％ 8.3％ （実績）

4   外国企業誘致企業件数
最終目標 8件

千円 189,511 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

全国屈指の産業集積圏域の形成を図るため、様々な立地優遇施策を実施するとともに、トップセールス等のプロ
モーション活動を行う。
1　戦略的産業立地推進事業費:6,842千円
　　(愛知県産業立地セミナー実行委員会負担金:4,026千円)
2　企業誘致推進事業費:1,717千円

　　(愛知県産業立地推進協議会負担金:900千円)
3　外国企業誘致促進事業費:17,997千円
　　(グレーター・ナゴヤ・イニシアティブ協議会負担金3,000千円)

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 209,230 千円 202,176 千円 187,528

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

計(a)+(b)+(c) 215,405 千円 208,426 千円 193,734 千円 189,511 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

( 7.30人)

( 0.60人) 1.60人 ( 0.60人)

経費

人件費(a) 188,849 千円 182,095 千円 169,645

従事
人員

千円 177,733 千円

事業費(b) 26,556 千円 26,331 千円 24,089 千円 11,778 千円

根拠法令
・計画等

 あいち経済労働ビジョン2021-2025、愛知・名古屋産業立地推進プラン（2023-2027）

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
18.70人 ( 7.30人) 19.70人 ( 7.30人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 1.60人 ( 0.60人) 1.60人 ( 0.60人) 1.60人
正規職員（うち地方機関分) 18.70人 ( 7.30人) 18.70人

事業目的  「世界と闘える愛知」を目指し、国内外の企業誘致に取り組むとともに、既存県内企業の流出防止を図る。

所属名
経済産業局産業部
産業立地通商課

評価責任者 産業立地推進通商課長　相澤　久志
作成責任者 森　健太 ダイヤルイン 052-954-6342

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3560 事業名 産業立地推進事業

政策名 中小企業力の強化・次世代産業の振興 施策名 企業立地の推進



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題
企業のニーズや国における次世代自動車振興策の推進及び民間航空機需要の拡大等に対応した企業立地優
遇制度を運用していく必要がある。

今後の
方向性

基幹産業である自動車産業や大きな成長が期待される航空宇宙産業、ロボット産業など県経済をリードする企業
立地を推進するとともに、県内産業における付加価値の高いモノづくりの維持・拡大のため、企業に対する研究開
発支援を引き続き推進していく。

712円 （実績）

外部
要因

なし

目的の
達成に
関する
評価

C：相当程度進展あり
（判断の理由）
◎主要な指標：2（理由：県内経済への波及効果の大きい次世代産業に関する指標であるため）
・立地補助制度の活用により主要な指標は目標を上回って達成した。
・21世紀高度先端産業立地補助金、新あいち創造産業立地補助金については、指標2及び指標１の目標をともに
達成した。
・新あいち創造研究開発補助金については、指標3の目標を達成したものの、指標4の目標を達成しなかった。

5
県民あたりコスト
(PL経常費用/本県人口)

最終目標 －
6年度 － － （見込）

5年度 －

5年度 122事業 109事業 （実績）

5年度 20件 28件 （実績）

コスト
指標の
増減

5年度の県民あたりコストは、立地補助金の交付対象企業の投資規模が拡大したことに伴い、補助金額が増加し
たこと等により、4年度313円に比べ399円増加した。

6年度 123事業 130事業 （見込）

23件 （実績）

3
補助事業者による商品化件
数

最終目標 100件（3年度から7年度まで）
6年度 20件 30件 （見込）

2
次世代産業における立地件
数

最終目標 75件（3年度から7年度まで）
6年度 15件 15件 （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
企業立地件数の全国に占め
る本県の割合

最終目標 過去3年間平均値以上

5年度 15件

6年度 7.3％ 7.3％ （見込）

5年度 6.9％ 8.3％ （実績）

4 応募事業数
最終目標 過去3年間平均値以上

千円 4,038,949 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

産業空洞化対策のため、基金を造成し、高度先端産業に係る工場の新増設等に補助金を交付する。また、企業
等が行う研究開発や実証実験に対して補助金を交付する。
1　新規積立金：4,000,000千円
2　基金利子収益積立金：15,492千円
3　21世紀高度先端産業立地補助金：509,941千円
4　新あいち創造産業立地補助金：5,349,527千円
5　新あいち創造研究開発補助金：850,000千円
6　推進事業費：9,236千円（推進事務費3,005千円、支援用機器購入費6,231千円）

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 4,045,075 千円 4,043,550 千円 4,045,043

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

計(a)+(b)+(c) 10,780,143 千円 10,250,407 千円 8,332,036 千円 7,166,317 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

( 0人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 45,947 千円 44,397 千円 45,721

従事
人員

千円 44,974 千円

事業費(b) 10,734,196 千円 10,206,010 千円 8,286,316 千円 7,121,343 千円

根拠法令
・計画等

産業空洞化対策減税基金条例

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
4.60人 ( 0人) 4.60人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 4.60人 ( 0人) 4.60人

事業目的 企業立地、研究開発等を支援する補助制度を実施し、産業空洞化対策を推進する。

所属名
経済産業局産業部
産業政策課

評価責任者 産業政策課長　田口　秀春

作成責任者 秋田　浩介 ダイヤルイン 052-954-6329

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3570 事業名 産業空洞化対策減税基金事業

政策名 中小企業力の強化・次世代産業の振興 施策名 産業空洞化対策の推進



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題
県内地場産業のうち成熟期にある業種では、市場の拡大に関して、また東三河においては、新商品・サービ
ス等の創出までに長時間を要するというそれぞれの課題がある。

今後の
方向性

商品開発や新事業展開に取り組む事業者に対し、販路開拓に資する場の提供を行う。

195円 （実績）

外部
要因
等

愛知県の地場産業は、成熟期にある生活関連の消費財を扱う業種が多く、市場の拡大につながらなかった。

目的の
達成に
関する
評価

C：相当程度進展あり
（判断の理由）
◎主要な指標：3（理由：優れた県内製造業者に対する関心の高さを測る上で有効な指標であるため）
・各事業の事業者に対する積極的な支援や情報発信により、管理事業全体としては、概ね目標を達成することができた。
・愛知ブランド発信事業では、常に新たな情報を発信することで、引き続き目標を達成することができた。

5
県民あたりコスト
(ＰＬ経常費用／本県人口）

最終目標 ―
6年度 ― ― （見込）

5年度 ―

5年度 3件 3件 （実績）

5年度 7,000,000件 114,224,512件 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の県民当たりのコストは、燃油価格高騰対策支援金交付に伴う委託費の増大等により、4年度104円に
比べて91円増加した。

6年度 3件 8件 （見込）

5.0％ （実績）

3
愛知ブランドＷｅｂページ・
ページビュー件数

最終目標 7,000,000件
6年度 7,000,000件 7,000,000件 （見込）

2
伝統工芸士数の全国に占め
る本県の割合

最終目標 5.7％
6年度 5.7％ 5.7％ （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
地場産業出荷額の全国に占
める本県の割合

最終目標 9.7％

5年度 5.7％

6年度 9.7％ 9.7％ （見込）

5年度 9.7％ 8.6％ （実績）

4
東三河地域における新しい
商品・サービス等の創出件
数

最終目標 3件

千円 800,592 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

本県経済を支える地域産業の活性化を図るため、現地指導、展示会開催負担金の支出、情報発信、相談窓口での支援等
を実施する。

1　地場産業振興対策費　43,270千円（窯業繊維産業振興事業費2,378千円、ファッションショー開催準備費20,735千円、
 あいち伝統的工芸品産業チャレンジ事業費5,960千円、伝統的工芸品産業後継者確保支援事業費2,682千円、あいちの

 酒需要拡大促進事業費5,888千円）
2　愛知ブランド発信事業費　1,538千円
3　東三河地域産業連携推進事業費 21,640千円
4　東三河地域農商工連携販売支援事業費　6,688千円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 238,648 千円 146,116 千円 141,866

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

計(a)+(b)+(c) 243,357 千円 150,825 千円 1,482,069 千円 809,084 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

( 0人)

( 0人) 1人 ( 0人)

経費

人件費(a) 170,221 千円 116,700 千円 113,147

従事
人員

千円 128,027 千円

事業費(b) 73,136 千円 34,125 千円 1,368,923 千円 681,057 千円

根拠法令
・計画等

 伝統的工芸品産業の振興に関する法律

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
12人 ( 0人) 13人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 1人 ( 0人) 1人 ( 0人) 1人
正規職員（うち地方機関分) 17人 ( 0人) 12人

事業目的
地場産業に対する支援、製造業のブランド化・情報発信、地域資源活用事業へ支援等を通じて、本県経済を
支える地域産業の活性化を図る。

所属名 経済産業局産業部産業振興課
評価責任者 産業振興課長　木津　克之

作成責任者 太田　成美 ダイヤルイン 052-954-6340

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3580 事業名 地域産業振興事業

政策名 中小企業力の強化・次世代産業の振興 施策名 地場産業の振興



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題
自動車産業では中堅・中小企業の自動車部品メーカーにとって電動化への対応が、航空機産業では新規参
入に関する障壁に課題がある。

今後の
方向性

DXの推進等が求められている中で、中小企業のニーズに沿った、経営支援・人材育成・販路拡大支援等を
実施していく。

161円 （実績）

外部
要因
等

   なし

目的の
達成に
関する
評価

A：目標超過達成
（判断の理由）
◎主要な指標：4（理由：新分野への進出を目指す企業数を図るのに適切な指標であるため）
・事業ごとのPR活動や有益なセミナーの実施等により、目標を達成することができた。

5
県民あたりコスト
(ＰＬ経常費用／本県人口）

最終目標 ―
6年度 ― ― （見込）

5年度 ―

5年度 290人 395人 （実績）

5年度 100件 714件 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の県民あたりのコストは、　新規事業の実施等により、4年度78円に比べて83円増加した。

6年度 290人 290人 （見込）

未公表 （実績）

3
県内中小企業の新規商談
件数

最終目標 100件
6年度 100件 100件 （見込）

2
中部地域の航空機生産高に
占める割合

最終目標 57.4％
6年度 57.4％ 57.4％ （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
ものづくり高度人材研修の
参加者数

最終目標 40名

5年度 57.4％

6年度 40名 40名 （見込）

5年度 40名 61名 （実績）

4
ロボット産業振興にかかる講
演会・セミナー等参加人数

最終目標 290人

千円 472,498 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

次世代自動車産業、航空宇宙産業、ロボット産業等の次世代の本県経済を担う産業を育成するため、企業マッチング支援、情報提供、新規
参入支援等を実施する。
1　自動車関連事業費：19,146千円
2　自動運転社会実装推進事業費：270,528千円
3　航空宇宙産業関連事業費：55,928千円
4　ロボット産業関連事業費：146,698千円

5　デジタル技術活用促進事業費：55,639千円
6　あいちデジタルアイランドプロジェクト推進事業費：188,032千円
7　グローバル・インダストリー出展事業費：26,299千円
8　新あいち創造研究開発成果展示会開催事業費：34,675千円
9　メッセナゴヤ2024開催費負担金：10,000千円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 907,099 千円 858,795 千円 967,342

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

計(a)+(b)+(c) 1,136,585 千円 1,130,807 千円 1,143,295 千円 629,364 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

( 0人)

( 0人) 2人 ( 0人)

経費

人件費(a) 329,640 千円 317,661 千円 318,652

従事
人員

千円 250,373 千円

事業費(b) 806,945 千円 813,146 千円 824,643 千円 378,992 千円

根拠法令
・計画等

なし

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
32.90人 ( 0人) 24.90人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 2人 ( 0人) 2人 ( 0人) 2人
正規職員（うち地方機関分) 32.90人 ( 0人) 32.90人

事業目的
自動車関連産業など基幹産業の高度化・高付加価値化に加え、新たな付加価値を創造できる、次世代の本
県経済を担う産業を育成する。

所属名
経済産業局産業部
産業振興課次世代産業室

評価責任者 産業振興課次世代産業室長　高見　秀

作成責任者 太田　成美 ダイヤルイン 052-954-6340

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3590 事業名 次世代産業振興事業

政策名 中小企業力の強化・次世代産業の振興 施策名 次世代産業の振興



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題 なし

今後の
方向性

産学行政関係者による当地域の課題を踏まえた協議を継続し、JAXAとの連携協力により、当地域における
新技術の創出及びその普及等に取り組む。

（実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

B：目標達成
（判断の理由）
◎主要な指標：1（理由：協議会の開催回数が産学行政連携の度合を図る上で有効な指標となるため）
・5年度はJAXAをはじめとする団体との産学行政連携の取組について、協議・決定等を行う連絡協議会を2回開催し、連携企画等を着実に実施した。6年度も2回
協議会を開催する見込みである。

5
最終目標

6年度 （見込）

5年度

5年度 （実績）

5年度 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の県民コストは、4年度のコスト4円から増減なし。

6年度 （見込）

4円 （実績）

3
最終目標

6年度 （見込）

2
県民あたりコスト
(PL経常費用/本県人口)

最終目標 －
6年度 － － （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 連絡協議会の開催回数
最終目標 2回

5年度 －

6年度 2回 2回 （見込）

5年度 2回 2回 （実績）

4
最終目標

千円 20,439 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

愛知県飛行研究センターの管理運営及びＪＡＸＡの研究開発機能を活用した産学行政の連携による航空宇
宙に関する研究開発等の推進を図る。

1　施設運営費：6,465千円（施設管理事務費959千円、施設点検費4,335千円、施設管理費1,171千円）
2　航空宇宙産業産学行政連携推進費：674千円（連絡協議会及び分科会開催費364千円、産学行政連携
 推進費310千円）

千円 16,431 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 42,928 千円 40,452 千円 20,651

収入のうち、受益者負担額
16,431 千円 16,431 千円 16,431

計(a)+(b)+(c) 59,359 千円 56,883 千円 16,344 千円 60,144 千円

公債費(c) 41,441 千円 41,714 千円 0 千円 43,114 千円

( 0人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 10,779 千円 10,414 千円 11,007

従事
人員

千円 10,344 千円

事業費(b) 7,139 千円 4,755 千円 5,337 千円 6,686 千円

根拠法令
・計画等

なし

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
1.10人 ( 0人) 1.10人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 1.10人 ( 0人) 1.10人

事業目的
施設の維持管理を行いJAXAの飛行実証実験を支援するとともに、JAXAを活用した産学行政の連携による
航空宇宙の研究開発等の推進を図る。

所属名 経済産業局産業部産業振興課
評価責任者 産業振興課長　木津　克之

作成責任者 太田　成美 ダイヤルイン 052-954-6340

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3600 事業名 愛知県飛行研究センター管理運営事業

政策名 中小企業力の強化・次世代産業の振興 施策名 愛知県飛行研究センターの管理運営



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3610 事業名 産業科学技術推進事業

政策名 中小企業力の強化・次世代産業の振興 施策名 研究・技術開発の支援

事業目的
産業技術の振興、科学技術の振興、新エネルギー関連産業の振興、産業デザインの振興、知的財産権の活用・
保護に関する事業を行う。

所属名
経済産業局産業部
産業科学技術課

評価責任者 産業科学技術課長　社本　朗

作成責任者 浮田　美穂 ダイヤルイン 052-954-6347

根拠法令
・計画等

あいち経済労働ビジョン2021-2025、あいち科学技術・知的財産アクションプラン2021-2025

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
38人 ( 0人) 40人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 2人 ( 0人) 3人 ( 0人) 3人
正規職員（うち地方機関分) 44人 ( 0人) 38人 ( 0人)

( 0人) 3人 ( 0人)

経費

人件費(a) 443,230 千円 370,114 千円 352,675

従事
人員

千円 376,078 千円

事業費(b) 2,366,088 千円 2,649,189 千円 2,191,591 千円 1,860,506 千円

公債費(c) 160,103 千円 236,206 千円 236,205 千円 265,147 千円

計(a)+(b)+(c) 2,969,421 千円 3,255,509 千円 2,780,471 千円 2,501,731 千円

千円 2,307,060 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

産学行政が連携して社会・企業の課題を解決するための研究開発やその成果実用化への支援、産業科学技術
に関する人材育成・普及啓発を行うことにより、モノづくり産業の振興を図る。
1　産学行政連携科学技術推進費：3,046千円（海外科学技術連携推進事業費 2,436千円）
2　科学技術交流財団補助金：85,614千円
3　重点研究プロジェクト推進事業費：1,109,443千円（研究委託費 1,087,201千円）

4　あいちシンクロトロン光センター運営円滑化支援費：565,900千円（運営費補助金 560,509千円、
　　産業利用促進費5,391千円)
5　水素ステーション整備促進事業費：316,474千円（整備費補助金 63,415千円、
　　需要創出活動費補助金203,400千円、燃料電池産業車両導入促進事業費 49,500千円）
6　その他：285,611千円　計  2,366,088千円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 1,880,758 千円 2,171,283 千円 2,702,902

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 県内大学の共同研究実施数
最終目標 3,000件

5年度 60％

6年度 累計2,900件 2,900件 （見込）

5年度 累計2,700件 1,803件 （実績）

4
県主催の科学技術・知的財産
関連イベント参加者数

最終目標 4,350人
6年度 累計2,395人

74％ （実績）

3
重点研究プロジェクトにおける
研究成果の活用・実用化件数

最終目標 累計30件
6年度 3件 3件 （見込）

2 県有特許利用率
最終目標 60％

6年度 60％ 60％ （見込）

累計2,395人 （見込）

5年度 累計2,610人 累計2,907人 （実績）

5年度 3件 10件 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の県民当たりコストは332円となり、水素ステーション整備促進事業に係る支出が増加したこと等に伴い経常
費用が増加したため、4年度278円に比べ54円増加した。

課題 なし

今後の
方向性

本県のモノづくり産業の付加価値をさらに高め、世界的なモノづくり拠点として将来にわたり持続的に発展を続ける
ために、研究開発等への支援を引き続き実施していく。

332円 （実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

C:目標達成
（判断の理由）
◎主な指標：4（理由：産業科学技術の推進への貢献を判断する指標として適切であるため）
・主要な指標において目標を上回って達成している。
・重点研究プロジェクトⅢ期事業の研究成果について、企業における活用・実用化を推進し、目標を大きく上回っ
て達成した。
・知的財産戦略活用促進事業については、県Webページや工業所有権情報・研修館の開放特許データベースを
活用し、企業による県有特許の活用促進に努め、目標を達成した。

5
県民あたりコスト
（PL経常費用/本県人口）

最終目標 －
6年度 － － （見込）

5年度 －



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題
企業ニーズを把握し、実証企業の研究開発の推進のため、実証研究エリアの施設整備や相談体制を充実させて
いく必要がある。

今後の
方向性

知の拠点あいちにおける研究開発や評価分析機能と一体的に運用することにより、県の次世代成長分野に関連
する産業発展・育成に向けた取り組みを強化する。

（実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

B:目標達成
（判断の理由）
◎主な指標：1（理由：企業の実証研究への支援を判断する指標であるため。）
・主な指標において、5年度は目標の半分にとどまったものの、6年度は目標達成見込みである。

5
最終目標

6年度 （見込）

5年度

5年度 （実績）

5年度 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の実証研究1テーマあたりのコストは5,825千円となり、テーマ数が1件減少したことにより、4年度5,036千円に
比べて789千円増加した。

6年度 （見込）

5,825千円 （実績）

3
最終目標

6年度 （見込）

2
実証研究件数１テーマあたり
のコスト（PL経常費用/テーマ
数）

最終目標 －
6年度 － － （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 実証研究テーマ数
最終目標 当該年度実施6件

5年度 －

6年度 新規実施2件 2件 （見込）

5年度 新規実施2件 1件 （実績）

4
最終目標

千円 55,654 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

新エネルギーなど次世代成長産業分野等における実証研究の場である「実証研究エリア」の運営を通じて、
企業による最先端の技術を活かした新たな実証研究を推進するとともに、県民の次世代成長産業に対する理解
度の向上を図る。

1　施設運営費：2,101千円（一般管理費298千円、施設維持管理費1,803千円）
2　実証研究誘引促進費：529千円
計　2,630千円

千円 901 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 61,265 千円 60,194 千円 55,682

収入のうち、受益者負担額
73 千円 73 千円 636

計(a)+(b)+(c) 61,344 千円 60,272 千円 56,318 千円 56,555 千円

公債費(c) 31,544 千円 31,544 千円 31,549 千円 31,549 千円

( 0人)

( 0人) 1人 ( 0人)

経費

人件費(a) 27,170 千円 25,815 千円 22,968

従事
人員

千円 23,336 千円

事業費(b) 2,630 千円 2,913 千円 1,801 千円 1,670 千円

根拠法令
・計画等

あいち経済労働ビジョン2021-2025、あいち科学技術・知的財産アクションプラン2021-2025

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
2.30人 ( 0人) 2.30人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 1人 ( 0人) 1人 ( 0人) 1人
正規職員（うち地方機関分) 2.30人 ( 0人) 2.30人

事業目的
実証研究エリアを運営し、企業の実証研究を支援するとともに、新エネルギーを始めとした次世代成長産業の重
要性を県民に普及啓発していく。

所属名
経済産業局産業部
産業科学技術課

評価責任者 産業科学技術課　社本　朗

作成責任者 浮田　美穂 ダイヤルイン 052-954-6347

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3620 事業名 実証研究エリア管理運営事業

政策名 中小企業力の強化・次世代産業の振興 施策名 実証研究エリアの管理運営



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

今後の
方向性

なし

目的の
達成に
関する
評価

―：評価なし
（判断の理由）県民あたりコストを管理事業全体の達成度を評価する指標としているため。

コスト
指標の
増減
分析

なし

課題 なし

5年度 （実績）

外部
要因
等

なし

（実績）

5
最終目標

6年度 （見込）

4
最終目標

6年度 （見込）

5年度

5年度 （実績）

（見込）

5年度 （実績）

（実績）

2
最終目標

6年度

（見込）

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

特別高圧電力の価格高騰による影響を受けた県内中小企業者に対し、支援金を交付。
(令和5年度補正予算の繰越額)
支援金：386,100千円
事務費：74,175千円

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
県民あたりコスト
(PL経常費用/本県人口)

最終目標 ―
6年度 ― ― （見込）

5年度

3
最終目標

6年度

― 229円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 0 千円 0 千円 0

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

千円 0 千円

計(a)+(b)+(c) 0 千円 0 千円 1,717,812 千円 0 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

( 0人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 0 千円 0 千円 0

従事
人員

千円 0 千円

事業費(b) 0 千円 0 千円 1,717,812 千円 0 千円

根拠法令・
計画等

なし

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
0人 ( 0人) 0人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 0人 ( 0人) 0人

事業目的 特別高圧電力の価格高騰の影響を受け、厳しい状況にある中小企業者に対し、負担軽減のための支援金を交付

所属名 経済産業局産業部産業政策課
評価責任者 産業政策課長　田口　秀春

作成責任者 城山　大知 ダイヤルイン 052-954-6330

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3625 事業名 中小企業特別高圧電力価格高騰対策支援金

政策名 中小企業特別高圧電力価格高騰対策支援金 施策名 中小企業特別高圧電力価格高騰対策支援金



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題
・中小企業金融の円滑化に万全を期するため、融資条件等を適宜見直し、利便性の高い制度を維持してい
くことが必要である。

今後の
方向性

・中小企業を取り巻く経済環境を的確に捉える中で、利用ニーズを踏まえて制度の改正を行っていく。

0.50％ （実績）

外部
要因
等

原油・原材料の高騰の影響が広がっている。

目的の
達成に
関する
評価

B：目標達成
（判断の理由）
◎主要な指標：1（理由：中小企業者の資金繰りは県内の産業振興の活性化に不可欠であるため）
・主要指標である中小企業の資金繰りD.I.は、昨年度を上回った（4年度平均△23.53→5年度平均△19.13）
・貸金業指導費における貸金業者への立入検査は、計画的に立ち入り検査を行うことで目標を達成した。
・中小企業高度化促進診断事業における診断については、対象事業者の選定等を早めに着手し、計画通り
実施することができた。

5
損失補償実行率
（損失補償支払額/損失補
償契約残額）

最終目標 －
6年度 － － （見込）

5年度 －

5年度 － 0.51％ （実績）

5年度 7件 7件 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

・貸付金コスト率について、貸付金予算額は4年度と同額であり、経常費用が増加したため、4年度0.42％
から0.51％へと増加した。
・損失補償実行率は、新型コロナウイルス感染症対応資金等のコロナ関連の融資に係る損失補償支払額が
増加したため、4年度の0.45%から0.50%へ上昇した。

6年度 － － （見込）

112% （実績）

3 診断件数
最終目標 毎年度継続実施

6年度 7件 7件 （見込）

2 立入検査実施件数
最終目標 毎年度継続実施

6年度 100% 100% （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 中小企業の資金繰り判断
最終目標 毎年度継続実施

5年度 100%

6年度 改善 改善 （見込）

5年度 改善 改善 （実績）

4
貸付金コスト率
（修正後経常費用/貸付金
予算額）

最終目標 －

千円 △254,019 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

県内中小企業者に対する金融の円滑化を図るため、信用保証協会の保証付き融資等の制度融資を実施す
る。また、利用者の利益保護を図るため、貸金業者等への指導監督を行う。
1　金融助成調査指導費：2,492千円
2　中小企業金融対策貸付金：179,400,000千円
3　新型コロナウイルス感染症対応資金利子補給補助金：2,746,757千円
4　経済環境適応資金融資信用保証料補助金：530,166千円
5　貸金業指導費：1,672千円
6　中小企業高度化促進診断事業費：1,038千円
7　中小企業設備導入資金特別会計繰出金：3,432千円

千円 2,700 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 △80,366 千円 △20,719 千円 △561,539

収入のうち、受益者負担額
1,350 千円 3,150 千円 3,000

計(a)+(b)+(c) 182,895,369 千円 195,281,242 千円 194,060,465 千円 197,959,055 千円

公債費(c) 82,380 千円 83,469 千円 83,464 千円 84,275 千円

( 1.20人)

( 0.10人) 4.10人 ( 0.10人)

経費

人件費(a) 127,432 千円 122,696 千円 122,012

従事
人員

千円 111,098 千円

事業費(b) 182,685,557 千円 195,075,077 千円 193,854,990 千円 197,763,682 千円

根拠法令
・計画等

中小企業支援法、貸金業法、割賦販売法

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
11.60人 ( 1.20人) 10.60人 ( 1.20人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 4.10人 ( 0.10人) 4.10人 ( 0.10人) 4.10人
正規職員（うち地方機関分) 11.60人 ( 1.20人) 11.60人

事業目的
各種制度融資の実施により県内中小企業者の金融円滑化を図るとともに、貸金業者等に対する指導監督に
より利用者の利益保護を図る。

所属名
経済産業局中小企業部
中小企業金融課

評価責任者 中小企業金融課長　薮下　裕晃

作成責任者 前田　俊明 ダイヤルイン 052-954-6333

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3630 事業名 中小企業金融対策事業

政策名 中小企業力の強化・次世代産業の振興 施策名 金融支援



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題
脱炭素化や原油・原材料高騰、ＤＸの推進など日々多様化する中小企業の課題への的確な支援を行うため、
環境変化に機敏に対応した事業再編や、中小企業の企業力強化に向けた総合的な支援、他の中小企業支
援機関との連携強化を行う必要がある。

今後の
方向性

中小企業を取り巻く環境の変化に応じた事業を引き続き実施するとともに、商工会議所や商工会、金融機関
等と連携した事業を実施することで、中小企業の総合的な支援に取り組んでいく。

86千円 （実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

A:目標超過達成
 （判断の理由）
◎主要な指標：1（理由：中小企業支援の中心的な取組であるため）
・中小企業目線に合わせた支援に注力した結果、管理事業全体としては目標超過達成となった。
・マネージャーによる支援の満足度については、企業目線での相談対応を心掛けたことで、目標を大幅に上
回って達成した。
・専門家派遣事業の満足度については、中小企業が望む専門家とのマッチングを心掛け、目標を大幅に上
回って達成した。
・取引あっせん件数については、必要に応じてオンラインで商談会を開催したことで、目標を上回って達成し
た。
・創業件数については、専門家の適切な相談対応等によりその促進に努めたことで、目標を大幅に上回って
達成した。

5
相談窓口件数あたりコスト
（ＰＬ経常費用／窓口相談
件数）

最終目標 －
6年度 － － （見込）

5年度 －

5年度 10件 28件 （実績）

5年度 4,160件 4,854件 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の相談窓口件数あたりコストは、相談件数の増に伴い、4年度の113千円に比べ27千円減少した。

6年度 10件 10件 （見込）

96％ （実績）

3 取引あっせん件数
最終目標 4,180件

6年度 4,160件 4,160件 （見込）

2
利用者満足度調査（専門家
派遣事業）

最終目標 80％
6年度 60％ 60％ （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
マネージャーによる中小企
業支援の満足度

最終目標 80％

5年度 60％

6年度 80％ 80％ （見込）

5年度 80％ 100％ （実績）

4 創業プラザあいち創業件数
最終目標 10件

千円 497,002 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

中小企業への経営・技術面の支援及び創業を目指す者に対する支援のため、（公財）あいち産業振興機構
が総合的に実施する事業に対して補助する。
1　中小企業総合支援事業費補助金：429,103千円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 493,776 千円 497,098 千円 485,265

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

計(a)+(b)+(c) 493,776 千円 514,037 千円 501,723 千円 514,238 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

( 0人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 64,673 千円 71,953 千円 69,702

従事
人員

千円 80,145 千円

事業費(b) 429,103 千円 442,084 千円 432,021 千円 434,093 千円

根拠法令
・計画等

中小企業支援法　等

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
7.60人 ( 0人) 8.60人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 7.60人 ( 0人) 7.60人

事業目的 創業、経営革新を目指す者への支援を実施することにより、新規開業、新事業展開を拡大する。

所属名
経済産業局中小企業部
中小企業金融課

評価責任者 中小企業金融課長　薮下　裕晃

作成責任者 竹村　明夏 ダイヤルイン 052-954-6332

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3640 事業名 中小企業支援事業

政策名 中小企業力の強化・次世代産業の振興 施策名 創業事業展開の支援



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題
新型コロナウイルス感染症の規制緩和に伴う企業動向を注視し、事業実施や企業支援方法を慎重に検討する必
要がある。

今後の
方向性

引き続き、オンラインツールも活用しながら、サポートデスク設置国に関するセミナーの開催や、海外進出を検討す
る企業からの相談に応じ、県内企業の海外展開を促進する。

33円 （実績）

外部
要因
等

新型コロナウイルス感染症拡大による経済への影響が落ち着き、人・物の往来が再開されるようになり、企業の海
外進出への関心が高まっている。

目的の
達成に
関する
評価

A：目標超過達成
（判断の理由）
◎主要な指標：1（理由：県内企業の海外展開動向を、最も具体的に示す指標であるため）
・県内企業の海外展開先としてアジア地域への関心の高まりにより、企業の進出件数及びサポートデスクによる相
談対応や情報提供等ともに目標を大幅に上回って達成した。
・海外産業情報センターの相談等件数については、オンラインの活用による企業ヒアリング等により、目標を大幅に
上回って達成した。
・日本貿易振興機構名古屋貿易情報センター貿易投資相談件数については、オンラインやメールによる相談対応
により、目標を上回って達成した。

5
県民あたりコスト
(PL経常費用/本県人口)

最終目標 －
6年度 － － （見込）

5年度 －

5年度 1,440件 2,145件 （実績）

5年度 480件 874件 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の県民当たりコストは、JETRO派遣研修生がジェトロパリ事務所にて研修中だったこと等により、4年度31円に
比べ2円増加した。

6年度 1,440件 1,440件 （見込）

133件 （実績）

3
海外産業情報センター相談
等（企業訪問・相談・情報提
供）件数

最終目標 480件
6年度 480件 480件 （見込）

2
企業支援件数（相談・情報提
供等含む）

最終目標 83件
6年度 83件 83件 （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
県内企業のアジア地域への
進出企業数

最終目標 1,268企業

5年度 83件

6年度 1,268企業 1,268企業 （見込）

5年度 1,268企業 1,884企業 （実績）

4
日本貿易振興機構名古屋貿
易情報センター貿易投資相
談件数

最終目標 1,440件

千円 213,264 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

本県産業の活性化を図るため、県内企業の海外展開を支援し対内投資を促進する。
1　貿易指導費:1,472千円
2　国際経済連携推進事業費:58,214千円
　　(連携事業協議・進出企業支援(サポートデスク)事業費22,545千円)
3　海外産業情報センター運営費:110,793千円

4　日本貿易振興機構名古屋貿易情報センター負担金:12,000千円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 292,544 千円 277,268 千円 230,586

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

計(a)+(b)+(c) 292,544 千円 277,268 千円 249,589 千円 235,984 千円

公債費(c) 4,516 千円 4,517 千円 4,517 千円 4,542 千円

( 0人)

( 0人) 1人 ( 0人)

経費

人件費(a) 105,549 千円 101,576 千円 98,574

従事
人員

千円 99,266 千円

事業費(b) 182,479 千円 171,175 千円 146,498 千円 132,176 千円

根拠法令
・計画等

 あいち経済労働ビジョン2021-2025、あいち国際戦略プラン2027

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
10.40人 ( 0人) 10.40人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 1人 ( 0人) 1人 ( 0人) 1人
正規職員（うち地方機関分) 10.40人 ( 0人) 10.40人

事業目的
県内企業のアジアを始めとする海外展開・販路開拓の取り組みを支援するとともに、海外との経済交流を推
進する。

所属名
経済産業局産業部
産業立地通商課

評価責任者 産業立地通商課長　相澤　久志

作成責任者 森　健太 ダイヤルイン 052-954-6342

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3650 事業名 貿易振興事業

政策名 グローバル展開への対応 施策名 国際ビジネスの支援



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題    なし

今後の
方向性

   今後も計量法に基づく立入検査、計量器の検定や定期検査を適正に行っていく。

16.05% （実績）

外部
要因
等

   なし

目的の
達成に
関する
評価

C：相当程度進展あり
（判断の理由）◎主要な指標：1（理由：計量センターの事業の大半を占めているため。）
・すべての事業においてほぼ目標を達成したため、管理事業全体としては進展があった。
・計量検査事業、計量器定期検査業務については、それぞれ目標値を上回った。

5
受益者負担率
（ＰＬ経常収益／ＰＬ経常費
用）

最終目標 －
6年度 － － （見込）

5年度 －

5年度 － 20円 （実績）

5年度 22,462件 20,402件 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の県民あたりコストは、施設維持修繕費が削減されたことにより、4年度37円に比べ17円減少した。
5年度の受益者負担率は、施設維持修繕費が削減されたことにより4年度8.5％に比べ7.55ポイント増加した。

6年度 － － （見込）

4,366件 （実績）

3   検査・検定個数
最終目標 －

6年度 19,247件 19,247件 （見込）

2   定期検査・計量証明検査数
最終目標 －

6年度 4,266件 4,266件 （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1   立入検査数
最終目標 99,400件

5年度 4,353件

6年度 99,400件 99,400件 （見込）

5年度 100,000件 272,205件 （実績）

4
県民あたりコスト
（PL経常費用／本県人口）

最終目標 －

千円 357,641 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

愛知県計量センターにおいて、計量法に基づく各種届出の受理・登録、計量器の検定や定期検査、立入検査な
ど適正な計量が行われるよう、法令に基づく検定・検査を行う。

1　計量指導事業費：1,698千円（計量センター管理事務費1,318千円）
2　計量検査事業費：637千円（立入検査事業費637千円）
3　計量器定期検査業務委託費：23,263千円（指定検査機関への委託）
4　計量検定事業費：6,565千円（管理運営費3,599千円）

千円 23,787 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 150,662 千円 9,396 千円 122,878

収入のうち、受益者負担額
21,385 千円 23,988 千円 23,666

計(a)+(b)+(c) 172,047 千円 33,384 千円 146,544 千円 297,373 千円

公債費(c) 6,525 千円 0 千円 7,442 千円 2,939 千円

( 1人)

( 0.10人) 4.10人 ( 0.10人)

経費

人件費(a) 133,359 千円 0 千円 107,753

従事
人員

千円 110,446 千円

事業費(b) 32,163 千円 33,384 千円 31,349 千円 183,988 千円

根拠法令
・計画等

 計量法

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
12.10人 ( 1人) 12.10人 ( 1人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 4.10人 ( 0.10人) 4.10人 ( 0.10人) 4.10人
正規職員（うち地方機関分) 12.10人 ( 1人) 12.10人

事業目的  法令に基づく検定・検査の実施を確保し、経済の発展等に寄与する。

所属名
経済産業局中小企業部
商業流通課

評価責任者 商業流通課長　西山　透

作成責任者 山内　博雅 ダイヤルイン 052-603-6300

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3660 事業名 計量センター管理運営事業

政策名 計量の適正確保 施策名 計量センターの管理運営



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題
技術の進歩に伴って変化する地域企業のニーズに対し、適切な支援を継続的に行っていくため、幅広い技術分
野について整備を進めていく必要がある。

今後の
方向性

地域企業が必要としている技術課題の解決に取り組むことができるよう、施設の修繕や機器の購入を計画的に進
めていく。

（実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

B：目標達成
（判断の理由）
◎主要な指標：1（理由：地域企業への貢献を判断する指標として適切であるため）
・主要な指標を始め3つの指標で目標を達成、管理事業全体として目標達成であった。
・技術相談・指導業務、依頼試験業務については、積極的なＰＲ活動の結果、ともに目標を達成した。
・研究業務については、成果の積極的な広報の結果、報道機関掲載率の目標を達成した。

5
最終目標

6年度 （見込）

5年度

5年度 320,938千円 333,482千円 （実績）

5年度 － 15,863円 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の企業の技術課題を解決するための1件あたりのコストは15,863円となり、人件費や物件費の増加のため、4
年度15,627円に比べ、236円増加した。

6年度 335,695千円 335,695千円 （見込）

67％ （実績）

3
企業の技術課題を解決するため
の1件あたりのコスト（PL経常費用
/技術指導・依頼試験件数）

最終目標 －
6年度 － － （見込）

2
記者発表を行った研究成果
の報道機関掲載率

最終目標 51％
6年度 51％ 51％ （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 技術相談・指導件数
最終目標 40,000件

5年度 51％

6年度 40,000件 40,000件 （見込）

5年度 40,000件 47,701件 （実績）

4 依頼試験手数料収入
最終目標 335,695千円

千円 2,748,401 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

新産業の創出や中小企業の技術開発力向上を支援するため、愛知県を代表する産業分野の研究開発を実施す
るとともに、依頼試験や技術相談・指導などを行う。
1　運営費：741,350千円（光熱水費387,568千円、施設管理等委託費211,193千円）
2　試験研究指導費：436,587千円（試験研究費90,477千円、試験研究指導費346,110千円）
3　特別課題研究費：85,156千円（応募型研究開発推進事業費85,000千円）
4　次世代計測加工技術者養成事業費：2,227千円
5　施設設備整備費：633,489千円（施設設備改修27,280千円）
6　その他（産業科学技術関係非常勤職員通勤費用）：6,574千円
計　1,905,383千円

千円 516,009 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 3,512,398 千円 3,300,732 千円 2,733,585

収入のうち、受益者負担額
676,168 千円 661,109 千円 591,118

計(a)+(b)+(c) 4,311,237 千円 4,084,213 千円 3,675,596 千円 3,472,790 千円

公債費(c) 602,681 千円 616,540 千円 622,826 千円 626,142 千円

(161.60人)

( 47人) 47人 ( 47人)

経費

人件費(a) 1,803,173 千円 1,734,977 千円 1,672,437

従事
人員

千円 1,700,648 千円

事業費(b) 1,905,383 千円 1,732,696 千円 1,380,334 千円 1,145,999 千円

根拠法令
・計画等

あいち経済労働ビジョン2021-2025、あいち科学技術・知的財産アクションプラン2021-2025

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
165.80人 (161.60人) 166.80人 (162.60人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 48人 ( 48人) 47人 ( 47人) 47人
正規職員（うち地方機関分) 164.80人 (160.60人) 165.80人

事業目的
「知の拠点あいち」における研究シーズを企業の事業化につなげる産学行政の共同研究や、地域の中小企業へ
の総合的な技術支援を行う。

所属名
経済産業局産業部
産業科学技術課

評価責任者 産業科学技術課　社本　朗

作成責任者 岡田　光了 ダイヤルイン 052-954-6347

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3670 事業名 あいち産業科学技術総合センター管理運営事業

政策名 中小企業力の強化・次世代産業の振興 施策名 あいち産業科学技術総合センターの管理運営



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題
利用率を更に高めるため、より一層のPR活動が必要である。また、共同研究室は月単位の利用が一般的であるた
め、随時の企業ニーズには応えられない場合がある。

今後の
方向性

あいち産業科学技術総合センター職員が行う企業訪問等の際に、技術開発交流センターの紹介も併せて行い、
企業が行う研究開発の場としての技術開発交流センターの利用促進を図る。

（実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

B：目標達成
（判断の理由）
◎主な指標：1（理由：中小企業支援の「場」としての貢献を判断する指標として適切であるため。
・利用促進PRチラシを商工会議所に配布するなどの施設利用促進活動を積極的に行ったことにより、目標を達成
した。

5
最終目標

6年度 （見込）

5年度

5年度 （実績）

5年度 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の利用件数あたりコストは30,942円となり、修繕費の増加及び利用件数の減少により、4年度の25,103円と比
べ5,839円増加した。

6年度 （見込）

30,942円 （実績）

3
最終目標

6年度 （見込）

2
利用件数あたりコスト
（ＰＬ経常費用／会議室等の
利用件数）

最終目標 －
6年度 － － （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1   施設利用料
最終目標 11,790千円

5年度 －

6年度 11,790千円 11,790千円 （見込）

5年度 11,790千円 12,236千円 （実績）

4
最終目標

千円 65,223 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

中小企業の研究開発、技術交流、情報収集、人材育成などの取り組みを支援するための「場」として、交流ホー
ル、交流会議室、研修室、共同研究室の貸館等を行う。
1　運営費：27,171千円（光熱水費17,279千円、施設管理運営委託費9,892千円）
2　事業費：871千円（貸館事業費430千円、情報提供事業費165千円）
3　その他（技術開発交流センター非常勤職員通勤費用）：153千円
計　28,195千円

千円 13,294 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 45,632 千円 78,902 千円 73,458

収入のうち、受益者負担額
11,790 千円 11,790 千円 12,236

計(a)+(b)+(c) 58,565 千円 91,815 千円 87,871 千円 79,652 千円

公債費(c) 15,285 千円 45,731 千円 45,734 千円 46,950 千円

( 0.40人)

( 3人) 3人 ( 3人)

経費

人件費(a) 15,085 千円 14,293 千円 13,664

従事
人員

千円 13,551 千円

事業費(b) 28,195 千円 31,791 千円 28,473 千円 19,151 千円

根拠法令
・計画等

 愛知県技術開発交流センター条例

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
0.50人 ( 0.40人) 0.50人 ( 0.40人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 3人 ( 3人) 3人 ( 3人) 3人
正規職員（うち地方機関分) 0.50人 ( 0.40人) 0.50人

事業目的 中小企業の研究開発及び技術交流の促進を図るため、愛知県技術開発交流センターを管理運営する。

所属名
経済産業局産業部
産業科学技術課

評価責任者 産業科学技術課　社本　朗

作成責任者 岡田　光了 ダイヤルイン 052-954-6347

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 3680 事業名 技術開発交流センター管理運営事業

政策名 中小企業力の強化・次世代産業の振興 施策名 技術開発交流センターの管理運営



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題 制度の利用者を増やすため、より一層事業のPRに努める必要がある。

今後の
方向性

利用が見込まれない設備貸与は休止し、組合向けの融資である高度化資金貸付金のＰＲに努める。

（実績）

外部
要因
等

新型コロナウイルス感染症の影響により、県内の中小企業者等で先行きの不透明感が高まり設備投資意欲が減退
した。

目的の
達成に
関する
評価

D:進展が大きくない
（判断の理由）
◎主要な指標：2（理由：小規模企業者は、本県産業の裾野を支えており、設備投資支援は不可欠であるため。）
・新型コロナウイルス感染症の影響により、中小企業の設備投資意欲が高まらず、目標が達成されなかった。
・県内企業の設備投資意欲は復調の兆しがあり、経済活動の再開にともない設備投資需要の回復が見込まれる。
・ただし、6年度においては、目標達成率のポイントを大きく下げていた設備貸与事業費貸付金が休止となったこと
から改善が見込まれる。

5
最終目標

6年度 （見込）

5年度

5年度 － 25.0％ （実績）

5年度 － 0.3％ （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の貸付金コスト率は、貸付金が増加したが、貸付事務費も増加したため、前年度の0.06％から0.3％に増加し
た。

6年度 － ― （見込）

350,261千円 （実績）

3
貸付金コスト率
（貸付事務費／貸付金）

最終目標 －
6年度 － － （見込）

2 貸付目標額
最終目標 前年度の貸付実績額

6年度 3,432千円 3,432千円 （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 事業化件数
最終目標 16件

5年度 1,002,596千円

6年度 16件 16件 （見込）

5年度 16件 6件 （実績）

4
貸倒引当率
（貸倒引当金／貸付金）

最終目標 －

千円 322,171 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

中小企業高度化資金貸付金の貸付・債権管理等を行う。

1　小規模企業者等設備導入資金貸付金返還金：1,240千円
2　特別広域高度化（一般）事業費貸付金：3,432千円
3　貸付事務費：13,096千円

4　設備貸与事業費：273,342千円
5　中小企業高度化事業費：527,619千円
6　設備資金貸付事業費：1,246千円

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 0 千円 553,856 千円 350,261

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

計(a)+(b)+(c) 2,183,714 千円 3,161,718 千円 1,216,271 千円 1,624,799 千円

公債費(c) 1,363,739 千円 1,148,991 千円 343,422 千円 450,738 千円

( 0人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 0 千円 0 千円 0

従事
人員

千円 0 千円

事業費(b) 819,975 千円 2,012,727 千円 872,849 千円 1,174,061 千円

根拠法令
・計画等

独立行政法人中小企業基盤整備機構法

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
0人 ( 0人) 0人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 0人 ( 0人) 0人

事業目的 小規模企業者等における設備投資を促進し、中小企業の振興に寄与する。

所属名
経済産業局中小企業部
中小企業金融課

評価責任者 中小企業金融課長　薮下　裕晃

作成責任者 梅原　仁志 ダイヤルイン 052-954-6334

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 9040 事業名 中小企業設備導入資金事業

政策名 中小企業力の強化・次世代産業の振興 施策名 金融支援


